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　戦前期の我が国の青年期教育は，一部の限られた青年のための正系の中等教育と，大多数の勤労
青年に宛がわれた傍系の教育とに分断された複線型の二重構造となっていた。戦後の教育は，こう
した教育を全体として統一し，民主的で平等な新しい中等教育を創造しようとする動きであった。
各地で青年達の文化活動や自主的な学習活動が立ち上がり，社会教育法，農業改良助長法に基づく
公民館運動や生活改善運動も活発に行われた。
　しかし，新制高等学校の義務化は見送られ，勤労青年のために定時制課程が設けられたが，高校
進学率は低調であった。経済的負担だけでなく，戦前の中等諸学校の統一を目指す新制高等学校は，
目的や性格が不明瞭で青年達の学習要求に応えることができなかったのである。青年達は地域や職
場の活動を通して学習したが，それらは学校教育と無縁であった。
　結局，青年期教育の統合は実現せず，青年と教育，青年と労働の問題は未解決であった。
キーワード：青年期教育，中等教育，生活に根ざした学び，労働の場における学び，コミュニティー
スクール
1　はじめに
　明治維新を成し遂げ，帝国主義列強諸国に伍して近代的国家の樹立を急ぐ新政府にとって，教育
制度の整備は，兵制，税制と並ぶ最優先事項であった。明治5年（1872年）に公布された学制は，フ
ランスの学区制やアメリカの単線型教育制度を範とし，四民平等を原則とする画期的なものであっ
た。すなわち，学制は，「自今以後一般の人民」は必ず学校に入学すべきこと，「必ず邑に不学の戸
なく家に不学の人なからしめん事を期す」とし，全ての児童を小学校に収容し，上級学校への進学に
ついては，太政官布告によって，才のあるものに均等の機会を与えることを定め，広く万民に教育
を開くことを意図していた。
　しかし，学制の描くこの壮大な構想は容易に実現するものではなかった。富国強兵・殖産興業を
急ぐ政府は，国民の基礎教育である小学校の初等教育と，国家の指導者層を養成する高等教育の整
備に急で，中堅の国民を養成する中等教育は，遅れて発達することになったのである。大学に進学
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戦後復興期における青年期教育の課題
する一部の青年を対象とした大学予備門や高等学校，それに連なる中学校のような普通教育が下降
的に発達する一方，日清・日露戦争を契機に産業革命が進行し，小学校卒業後，直ちに実社会に出て
働く勤労青年に対する実業補習学校や徒弟学校などの全く系統の異なる教育が上向的に発達し，並
立する状況となったのである。このため，我が国の青年期教育は，一部の選ばれた青年のための正
系の中等教育と，大多数の勤労青年に宛がわれた傍系の教育とに分断された複線型の二重構造をと
ることになった。
　戦後の教育改革の目標は，一言で言えば教育における民主主義の実現であり，義務教育の年限を
延長して教育の機会均等を確保し，平等で公平な単線型の学校制度を樹立したのはそのためであっ
た。こうした義務教育の延長や中等教育の一元化は，国民の教育要求の高まりとともに，戦前期に
も繰り返し議論されてきたもので，中等教育改革，すなわち青年期教育の改革は，我が国教育界の
積年の課題であった。この中等教育の学齢に位置する学校は，中学校，高等女学校，実業学校の他に，
専門学校，高等学校，大学予科，師範学校をはじめ，初等教育に位置付けられた国民学校高等科，社
会教育の系統に位置付けられた青年学校など複雑多岐に渡っていた。これらの学校の整理・統合は
容易なことではなく，戦時下の昭和18年（1943年）に出された「中等学校令」は，中学校，高等女学校，
実業学校を中等学校とするに止まった。
　しかし，「中等學校令竝ニ各種學校規定制定ノ要旨」（昭和十八年三月十二日文部省訓令第一號）
は，この中等学校一元化によって，「中等學校ノ制度及内容ヲ刷新整備シ以テ中堅有為ノ國民錬成
ヲ完ウセントス」るため，「其ノ高等普通敎育ヲ施スト實業敎育ヲ施ストヲ問ハズ敎育ノ目的ヲ中堅
國民錬成ノ一途ニ歸セシムベキコトヲ明確ナラシムル」としていた。「中等學校一元化の問題は端的
に云へば高等普通敎育と實業敎育又は男子敎育と女子敎育との間に存する目的上の差別觀念を払拭
する」ことにあったのであり，青年期教育の理念の上では極めて重要な改革であったと言えるので
ある（曽我部・佐藤，1943：42）。これに加えて，中等学校令が，中学校の第一種・第二種の区別や高
等女学校の実科を廃し，実業学校の修業年限や入学資格を統一するなど，教育課程の簡素化を進め
たことは，戦後の教育改革の準備につながったと見ることができる。
　だが，戦前期の教育改革に許されたのはここまでであった。中学校，高等女学校，実業学校のよ
うな，性格や目的，設立の経緯も異なる教育を如何にして「統合するか」，「中味をどうするか」を充
分議論し，試行することは出来なかった。何より，問題の核心である中等段階の教育，すなわち青
年期の教育をどうするのか，社会の大多数を占める勤労青年が学ぶ「国民学校高等科」や「青年学校」
など傍系の「青年教育」の系統と正系の「中等教育」の一元化は見送られ，勤労青年の学びは，地域や
労働の場に取り残されたままであった。かくして戦後教育は，敗戦による占領統治と混乱という最
も困難な時期と状況の中で，戦前期の教育改革の限界を克服し，さらに新しい青年期の教育を創造
するという二重の課題を負うことになったのである。本稿では，戦後教育改革が新たな青年期教育
をどこまで創造し得たか，残された課題は何かについて，先行研究を踏まえ考察する。
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2．青年教育をめぐる状況
2.1　戦前期の青年教育
　発達の観点からも社会的成長の観点からも，子どもからおとなへと変化していく過程にある諸個
人を青年と呼び，このような変化の時期を青年期という（柴野，1981：4）。
　アメリカの心理学者であるスタンレ－・ホ－ル（G. Stanley Hall）の書いた “ADOLESCENCE” が，
中島力造，元良勇次郎らによって共訳され，『靑年期の研究』として我が国に紹介されたのは，明治
43年（1910年）のことであった。この本は，「靑年期の如何なる意味に於て人生の危機たるかを詳ら
かにし，而して是に對する敎育上の注意を論じたるもの」（中島他，1910：序1）で，欧米諸国におけ
る各種専門家・実務家の調査・研究成果を網羅した当時としては唯一の書であった。中島ら（1910）
は，「比書を指針として，本邦靑年に関する独創の研究，陸続として輩出せんことを切望するものな
り」としていた（同，序3）。日清・日露戦争を経て，産業革命が進行する我が国は，アメリカと同じ
く急速に発展中の若い国であり，国民教育の見地から青年期の教育を巡る諸問題の科学的解明が待
たれていた。
　しかし，『實際的敎育學』を著し「教育の改造」を叫ぶ澤柳政太郎も「敎育學がその研究の対象とす
る敎育の範囲は學校敎育中の普通敎育に限定したい」，「敎育學を分かつて小學敎育學中學敎育學等
に為す方が却て適当であらう」と言うに止まっていた（澤柳，1909：83）。青年期の教育を含めた「そ
の他の敎育」，すなわち，家庭教育や社会教育，実業教育などは，「敎育學の中に於て論ずるが如く，
論ぜざるが如き有様」であり，こうした教育を「重大であると云ふことを何人も唱える」にもかかわ
らず，その「方法手段は適切なるものが論究されていない」，したがって，もしこうした「その他の
敎育」を，「特別の研究に依るもの」とした時には，適正正確な研究が大いに歩を進めるであろうと
いうのが澤柳の主張であった（同，84-85）。
　しかし，国民や教育界の関心は義務教育である小学校教育に集まり，「靑年以上の者にありては
心意活動が最早或程度の成熟に達する」ことから，「敎育方法の如きは特別に講ぜられなくとも，専
門的智識技能の習得が可能」であり，教授訓練に関して「特別の工夫を講じなくとも其の効果が擧が
らないということはなくなる」との考えが大勢を占めていた（吉田，1939：2）。
　戦前期の我が国教育界の，「學校敎育を以つて敎育の全體と考へ，又學校敎育の中でも靑年期以
前の小學校を本體とする傾向」は変わらず（同，2），青年期教育の実証的・科学的研究が顧みられる
ことはなかったのである。
2.2　戦時下の青年教育
　戦前期の我が国は，大陸進出や軍事的膨張を背景とした人材需要が高まっていた。旧制中学校，
高等女学校，甲種実業学校，師範学校第一部などの中等教育機関への進学率は，昭和5年（1930年）
に男子21.1％，女子15.5％であったが，昭和15年（1940年）には男子28.0％，女子22.0％，戦争末期の
昭和20年（1945年）には，男子46.9％，女子43.6％，平均で45.3％に達し，大正期に次ぐ中等教育拡充
期を迎えていた1。
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　こうした中で，戦時下の昭和18年（1943年）には「中等学校令」が出され，その第一條で「中等學校
ハ皇國ノ道ニ則リテ高等普通敎育又ハ實業敎育ヲ施シ國民ノ錬成ヲ為スヲ以テ目的トス」と規定さ
れた。第二條には「中等學校ヲ分チテ中學校，高等女學校及實業學校トス中學校ニ於テハ男子ニ，
高等女學校ニ於テハ女子ニ高等普通敎育ヲ施シ實業學校ニ於テハ實業敎育ヲ施スモノトス」と明記
された。これは，高まる中等教育熱に応えて，明治以来，複線型に三分されてきた中等教育機関を，「國
民錬成」の目的のもとに「中等學校」に一元化する動きであった。
　佐藤（1980）はこの動きを，「形式的な「同等化」の程度にとどまったとはいえ，単一化の方向へ1
歩でもふみ出すことなしには，中等教育の「刷新」はなしえないところまで事態は進んでいたといえ
る。」と述べている（佐藤，1980：65）。中等学校令は中等教育の内部に存在していた二重性に光を当
てたに過ぎなかったが，その「形式的な同等化」さえ充たされなかったのが，一般大衆青年を対象と
する定時制実業学校である青年学校であった。
　米田（1994）は，昭和12年（1937年）に設置され「中等学校令」に関する答申をまとめた教育審議会
の審議状況に触れ，教育改革同志会案や帝国教育会案について，「狭義の「中等教育」（＝中学校・実
業学校・高等女学校）の系統と「青年教育」の系統を一つの「中等教育」に統合しようとする積極的な
姿勢がうかがわれる点が両案に共通している」と述べている（米田，1994：54）。
　赤塚（1978）は，これを先取りするかのように，高等小学校を廃して青年学校に改編を図る地方の
動きに注目し，それは「初等教育機関としての高等小学校よりも，中等教育機関に近い青年学校に
期待したからにほかならない」と指摘している（赤塚，1978：45）。教育審議会設置時には，中等教育
の一元化に関する要求や期待は「ほとんど頂点に達していたといってもよい状況」であった（米田，
1994：42-43）。しかし，日中戦争勃発による臨時的措置として，近衛内閣はこれらの審議に依らず，
従前の補習教育のままで青年学校の義務化を決定してしまったのである。
　青年学校は定時制の実業学校であり，男子においては兵役に至る19歳までの義務教育とされてお
り，女子もこれに準じた扱いであった。その授業時間数は，本科第一学年・第二学年においては年
に210時間，第三学年から第五学年は年に180時間と定められていた。義務教育としての年限は5年
間と長いが，1日平均にすれば1時間余りの教育であり，これを「中等教育」とするのは困難であった。
最も教育を求めていた学習意欲に燃える勤労青年達が，皮肉にも，青年学校「義務化」によって中等
教育の枠から外されたのである。
　青年学校関係者による勤労青年教育の機会均等要求はその後も繰り返し行われ，その動きは戦火
が苛烈になるにつれ益々鋭さを増していった。昭和18年（1943年）12月に東京で開かれた全国青年
学校研究大会において建議された「靑年學校制度の改善案」は，国民の教育は，「國民學校六ヶ年（満
六歳－十二歳）靑年學校七ヶ年（満十二歳－十九歳）とし之を國民敎育の正系となす」，「靑年學校を
中等科四ヶ年高等科三ヶ年とし，中等科に於いては靑年前期の敎育，高等科に於いては靑年後期の
敎育を施し，心身の發達過程に應じ適切なる指導訓練をなすものとす。」とし，勤労青少年を根幹対
象とする教育体系制度の革新を求めていた2。
　だが勤労青年達の機会均等要求は実現することなく，我が国は戦後を迎えたのである。
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3．青年期教育のはじまり
3.1　青年教育の課題と変容
　戦前には，一般に義務教育を卒業してから上級学校へ進学しないで働く青年大衆にたいする教育
を総称して「青年教育」と呼んだ（小川，1976：475）。
　戦後も同様で，昭和31年（1956年）発行の平凡社『教育学辞典』の「青年教育」の項で吉田（1956）は，
「広義には青年を対象とする教育のすべてをさすが，狭義には正規の学校系統に在学していない青
年を対象とする教育を意味する。後者の場合，勤労青年がおもな対象となるので，青年教育と勤労
青年教育とをおなじ概念としてもちいることが多い。」としている（吉田，1956：79）．しかし，この「青
年教育」の解説をさらに読み進んでいくと，「教育の課題」として，次のような指摘があり，戦後10
年余りの間に，青年教育を巡ってある変化が生じていたことが分かる。
　　 1）青年教育は，教育の機会均等と関連して重要な問題をもっている。いっぽうでは，青年教育
によって教育の機会をあたえられる利点もあるが，この制度があることによって，正規の中等
教育の普及がおくれる危険も存在している。この欠陥をふせぐためには，青年教育の内容をせ
まい技術的なものにとどめず，ひろい科学的なものにしていくとともに，教育の機会均等への
自覚をたかめる必要がある。
　　 2）青年教育の特色は，実践的な行動と学習とをむすびつける点にあるので，この長所はのばし
ていかなければならない。（中略）青年たちの自主性を尊重し，民主主義的な運営をおこない，
平和のために努力する青年をつくる目標をはっきりと自覚しなければならない。これらの条件
が，こんごの日本の青年教育でどのようにみたされるかは，内外で注目されている。（同，79）
　ここでの「青年教育」とは，勤労青年のための定時制・通信制課程の高等学校以外に，各種学校や
公共職業訓練所，事業所内の教育訓練，公民館が主催する青年学級やその他あらゆる勤労教育を指
している。戦後復興が進み，経済成長が本格化する中で，昭和29年（1954年）には全国平均の高校進
学率が50パーセントを越える一方で，こうした学校教育と実社会とのはざまに生きる青年達の学び
をどのように位置づけるかは重要な問題であった。中学校卒業後の後期中等教育段階の学齢にある
全ての青年達の教育が意識され始めたのである。
3.2　すべての者に中等教育を
　宮原（1966）は『青年期の教育』の冒頭で，「一九五○年頃から工業諸国でいっせいに開始された技
術革新がこの世界的な動向をよびだしたのである。」と述べている（宮原，1966：2）。技術革新の進
行にともなって新しい型の労働者，すなわち「一つの仕事に局限されないで，一つの部門のもろも
ろの作業の全工程を理解できるだけのじゅうぶんな知識をもっており，もし必要なら他の部門に移
ることができるようにひろい一般教育によって準備されているような，そういう労働者」が必要に
なってきており，「このことが，職業的分化が中等教育によって基礎づけられるべきことを要求し
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ている。」と言うのである（同，3）。このような「多面的な教育をうけていて，肉体労働と精神労働と
を結合している労働者」（同，3）の育成は，もはや「せまい職業教育」だけでは不可能であり，それま
で学校で行われてきた「普通教育」で解決できる問題でもなかった。
　昭和48年（1973年）発行の岩波書店『岩波小辞典教育第2版』で勝田らは，「青年教育」の項の冒頭
に「青年期教育ともいう。」と明示し，この間の青年と青年期教育とに関わる問題とその経過を次の
ようにまとめている。
　　 わが国の高等学校進学率の急激な上昇は，15 ～ 18歳の青年期を一元的に考えさせる実際上の
契機であるが，高等教育機関の大衆化とあいまって，青年を現在の学校教育体系にとじこめて
おくことが，望ましい青年教育の姿であるかどうかという問題として，科学，技術，労働，芸術，
身体の教育を総合する完全な中等教育の内容を創造的につくる課題を提起している。
　　（勝田他，1973：146）
　勝田らは，学校での教育を含めた全ての青年教育を総合する「完全な中等教育」としての青年期教
育の樹立を求めている。宮原（1960および1962）はそれは「学校教育制度を正面からとりこんで義
務教育修了後の青年全体の教育を再編成する」（宮原，1960：1）中で，「学校教育と社会教育とを総
合的にとらえ，全体として否定しながら，そのなかから新しく息づくものを引き出してくる」（宮原，
1962：265）ことによって生み出されるとした。
　このことはトウニイ（1971）が言うように，「単に教育を延長する，あるいは継続するということ
だけではなく，教育の再分類，あるいはその段階を構成しなおすということ」を意味する（トウニイ，
1971：20）。中等教育とは青年期の教育を意味する。しかして中等教育の目的は，「特定の職業や専
門に分化せられた技能を授けるのではなく，人間の本質的属性であるがゆえに，特定の階級や職業
にとって固有のものではない諸能力を発達させ，また，社会における合理的で責任ある生活の条件
であるがゆえに，後になっての特殊化にとって基礎となりうるものではあるが，特定の職業にとっ
てだけ役立つということを超えて拡大する価値をもつ諸関心を，つくりあげること」でなければな
らない（同，32-33）。
　トウニイ（1971）は言う。「もしも成長する世代の生命を解放すべきであるとするならば，それは
また，かれらの精神をも解放しなければならない。それは，工場作業場と国会においてだけでなく，
学校の中にも，民主主義の基盤を据えなければならない」と（同，37）。
　我が国の戦後教育は，この課題にどのように取り組んだのであろうか。
4．青年期教育の進展
　戦争の反省から出発した戦後教育は，こうした青年達を取り巻く教育を全体として統一し，民主
的で平等な新しい中等教育を創造しようとする動きであったと言える。しかし，1960年代以降の我
が国で「青年期教育」という言葉が積極的に使われたのは，青年と労働，青年と教育とを巡る問題が
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依然として未解決のままであることを意味していた。戦後，国民の大きな期待を集めて出発した全
ての者の権利としての教育から，その主体であるはずの青年達がなぜ疎外されているのだろうか。
　戦後教育改革進展の経過と実態について，基本方針，理念，制度，設置主体の視点から見て行こう。
4.1　学制改革と新しい中等教育
　昭和21年（1946年）3月に来日したアメリカ教育使節団は，我が国の戦後教育改革に大きな影響を
与えた。連合国軍総司令部（GHQ）の要請に基づいて来日したストッダード（Stoddard,G.D.）を団長
とする27名の使節は，日本の教育全般に渡って精力的な調査検討を行い，3月末に日本の教育再建
の基本方針と方策をまとめ総司令部に提出した。これが「第一次アメリカ教育使節団報告書」であ
る。その際に設置された日本側教育家委員会を母体として , 昭和21年（1946年）8月に内閣に教育刷
新委員会が設けられ，この報告書の線に沿って具体的な改革案が立案され，順次実行に移されていっ
た。
　かくして「第一次アメリカ教育使節団報告書」は，我が国の戦後教育改革の青写真とも言える指針
となり，CIE（民間情報教育局）の指導・助言の下で着々と実行に移されていった。その理念を一言
で言えば，教育における民主主義の実現である。そのためには，中央集権的な文部行政を打破する
こと，複線型に分かれた差別的な学制を平等で公平な単線型に改めることが中心的な課題となった。
公選制教育委員会の設置や，単線型の新しい学校体系の樹立である。
　とりわけ国民の関心を集めたのは，六・三制と呼ばれた学制の改革であった。アメリカ教育使節
団の報告書には次のように書かれていた。やや長くなるが，重要な部分であるのでそのまま引用す
る。
　　 租税に依つて維持され男女共學で授業料免除の學校義務敎育を九年に延長する，換言すれば兒
童が十六歳になるまで續けるといふ修正を提案する。更に，最初の六年間は現在通りに國民學
校で費やし，次の三年間は「下級中學校」で送るやうにすることを提案する。「下級中學校」はこ
の九年制の完全な國民學校の年限が喰い込む種々の學校を併合したり修正したりして作られ
る。この新制國民學校は，職業指導や敎育的指導を含めて萬人に普通敎育を施し，兒童の能力
の個人差に適應するに足る柔軟性をもたねばならぬ。また三年制の「上級中學校」の設立を提
案する。それは授業料を徴収せず，早晩男女共學にし，敎育の繼續を希望する全ての者に種々
の機會を與へる。要するに，上級・下級中學校は今日これと同程度の公立の他の諸學校，即ち
國民學校高等科，高等女學校，（師範）豫科，及び靑年學校等のもつ種々の役目を受繼ぐことに
なる。そして上級中學校卒業は高等學府入學の一條件となるであらう。
　　（合衆國敎育使節團，1946：121）
　それぞれ「国民学校」を「小学校」に，「下級中学校」を「新制中学校」に，「上級中学校」を「新制高
等学校」に読み替えてみると，次のようになる。
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　「小学校の6年間の初等教育を修了後，新制中学校3年間の前期中等教育，それに続く新制高等学
校3年間の後期中等教育を経て，4年間の大学の高等教育へと接続する。新制中学校の3年間の教育
は「義務教育」であり，それはこの学齢に該当するあらゆる学校を統合して作られる。我々が設置を
勧める新制高等学校は新制中学校に続く学校であって，その卒業は大学入学の条件でもある。新制
高校は授業料を徴収せず，男女共学で，この学齢に該当するあらゆる学校の役目を受け継ぎ，教育
の継続を希望する全ての者に解放される。」
　六・三制と総称されるこの学制改革
は，図1に示したように戦前期の複雑に
分岐した学校体系を一掃しつつ，義務教
育年限延長とも関連しながら構想され
たことが分かる。アメリカ教育使節団の
勧告は，国民学校高等科の義務化も実現
していなかった時に，小学校卒業後の全
ての青年が学ぶ6年間の無償かつ単一の
中等学校設置を提案するなど，教育の機
会均等を具現化する画期的なもので
あった。
4.2　新制中学校・新制高等学校の発足
　新制中学校は昭和22年（1947年）4月に発足し，学年進行で昭和24年（1949年）度に義務制が完成
した。新制高等学校は昭和23年（1948年）4月から発足した。
　これ以前の我が国で，青年達がどのような教育機関に在籍していたか見てみよう。
　表1は，昭和18年（1943年）の学校種別の在籍者数を示している。これによると，国民学校（小学校）
初等科の6年間を卒えた中等教育段階の学齢にある青年達のうち，中等学校に進む者は30％，国民
学校高等科に進む者は29.9％，青年学校に進む者は37.5％である。国民学校高等科は義務制ではなく，
しかも中等学校と同じ学齢であるにも関わらず，「初等教育」に位置付けられ，国民の基礎的錬成を
目指すものであった。国民学校高等科を卒えた青年達は，その後中等学校に進む者以外は，兵役ま
での期間，全員が定時制の青年学校で義務教育を受けることになっていた。
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図1　旧学制と新学制3
表1　学校種別在籍者数（昭和18年・1943年，全国）4
校　種
国民学校 中等学校 青年学校 各種学校
高等科 中学校 女学校 実業学校 普通科 本科 裁縫など
在籍数 2,150,965 607,114 756,955 794,217 121,773 2,570,721 182,791
小　計 2,150,965 2,158,286 2,692,494 182,791 （人）
割　合 29.9 30.0 37.5 2.5 （％）
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　図1をもう一度見て欲しい。学校教育法によると，新制中学校は，中学校，実業学校，女学校など
の中等学校と，初等教育である国民学校高等科，社会教育に位置付けられていた青年学校の普通科
を統合し，小学校における教育の基礎の上に「中等普通教育」を施す学校として発足した。また，新
制高等学校は，中学校，実業学校，女学校などの中等学校と，社会教育である青年学校本科に加え，
現在の大学学部に当たる専門学校，大学予科，高等学校といった複数の学校を統合し，中学校の教
育の基礎の上に，高等普通教育及び専門教育を施す学校とされた。
　敗戦による混乱と戦災による学校施設・設備の焼失によって，校舎，設備，教材，教具，教員など
あらゆるものが不足する中で戦後教育は始まった。この学制改革の焦点は中等教育であり，青年期
の教育の格差や矛盾を一挙に解決しようとする，正に戦後教育改革の象徴ともいうべき事業であっ
た。しかし，その理念の実現は極めて困難であった。特に，新制中学校は全く新たに創設された教
育機関であり，社会的・教育的諸条件は皆無に等しく，校舎や教室の不足は深刻であった。
　その点，新制高等学校は新制中学校より発足が一年遅く，母体となる旧制中等学校から円滑に移
行したと言える。だが，ここに大きな問題が潜んでいたのである。
4.3　戦後中等教育の展開
　戦後の中等教育は，新制中学校の前期中等教育と，新制高等学校の後期中等教育を併せて構成さ
れている。このうち，中学校が担当する「中等普通教育」という概念は，学校教育法で初めて提出さ
れた概念であった。学校教育法に新たに規定された新制中学校は，日本国憲法の掲げる民主主義・
主権在民・国際平和の理想を実現するに足るだけの，国民一般の態度と精神，教養を培うところで
あり，青年前期の教育として個性の完成のために教育を行う試行課程（Try-out Course）であった
（野口，1948：43-45，50-51）。戦後，「なんらの母体や下地をもたず発足した」5新制中学校は，白紙
の状態からこの新しい中等普通教育を構想する好機に際会したと言える。しかし，新制中学校の現
実は初等教育との連続に焦点化され，前期中等教育としての性格は稀薄であった。極度の欠乏の中，
無資格の教師も多く，教室も小学校に間借りの現実では，戦前の高等小学校の教育を基礎とするよ
り方法はなく，新しい中等普通教育の理念どころではなかったのである。
　それでは，後期中等教育を担当する新制高等学校は，どのように出発したのであろうか。この間
の状況を，金子（1986）は，「高等学校の具体的な設置計画においては，伝統的な中等学校の設置主
体である府県を高等学校の設置主体として継承し，また学校も旧制の中等学校を可能な限り名実と
もに継承することとなった。このことは，終戦直後の地方財政の状況のもとにおいて，とくに市町
村は義務教育になった新制の中学校を新設することでさえ非常に困難であっただけに，都道府県立
の旧制の中等学校を主要な母体とせざるをえなかったためでもあった。」としている（金子，1986：
16）。
　斎藤（1972）は，「米国教育使節団報告書の上級中学校に対する規定としては，学区制，総合制が
勧告文の中に隠された形ではあったが含まれていた。」と指摘している。報告書の中に，「高校三原則」
が隠されていると言うのである。ここにある「授業料を徴収しない学校」は税金によって維持され
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る学校であり，アメリカの学校制度から類推すれば，それは市町村税であり，総合制や学区制の原
則を考えれば，「勧告された上級中学校は，市町村立学校という形で経営されるものという思想が
報告書の背後にあったと思われる」と言うのである（斎藤，1972：328）。
　それは，新制高等学校が本来は地域の学校・コミュニティースクールとして構想されたにも関わ
らず，市町村が高校の設置主体になることはなく，最初からその役割を放棄したことを意味する。
　この「旧制中等学校の移行」を巡って飯田（1992）は，施設・設備とともに「旧制の中等学校に対す
る人々の評価が，戦後もそのまま後身の新制高等学校の評価に受け継がれる」ことになったと指摘
している（飯田，1992：12）。施設・設備とともに，戦前期の各学校間に存在していた序列や格差がそっ
くり戦後に引き継がれ，新制高等学校の理念の実現を難しくしたのである。
　単線型の学校体系は，各段階の学校を順番に並べただけのものではない。それぞれの学校は，先
行する段階の教育を継承発展させる存在であり，各々が独立していながらも，全体として普通教育
と専門教育を完成させるという一体性・連続性を有している。複線型に分かれた学校がそれぞれ独
自性を主張し，各々が完成教育であった戦前期の教育とは根本的に異なる，公平で平等な教育の提
供を意図している（佐藤，1980：69）。それは普通教育と専門教育を統合し，正系と傍系の教育に分
断されていた青年達を解放し，新たな時代を作る契機となるはずのものであった。
5．青年期教育の展開
5.1　青年学校の廃止と新制高等学校定時制課程の発足
　戦後の教育の民主化に最も敏感に反応したのは，戦前期に既に男子について19歳までの義務化が
行われていた青年学校関係者と勤労青年であった。戦前から勤労青年教育の機会均等運動を繰り返
してきた彼等が，米国教育使節団報告書の言う「国民学校に続く下級中学校・上級中学校」の義務化
を求めたのは当然であった。赤塚（2002）は , そうした青年学校関係者の痛憤が「青年学校運動のエ
ネルギーとなり」，「新制中学校を生み出し，我が国の伝統的な中等教育観を転換させていったので
ある。」と評価している（赤塚，2002：55）。その後，昭和22年（1947年）限りで青年学校本科が廃止
され，昭和23年（1948年）度から新制高等学校が発足することが決まると，青年学校関係者の運動
は定時制高校設置運動へと転回していった6。しかし，こうした長い苦労の末に獲得したはずの定
時制課程は振るわなかった。
　文部省は，「新制中学校の卒業者及びこれと同等以上の者で全日制の課程へ進まないものは，す
べてこれを定時制の課程に進学させることが望ましい」としていたが7，発足後の定時制課程在籍者
数は，表2に示すように高校在籍者のおよそ20％に止まっていた。昭和25年（1950年）の高校進学
率は，全日制・定時制を合わせた全国平均で42.5％，高校在籍者数はおよそ191万1千人であった。
この年の15歳から17歳の総人口は，男女合計でおよそ518万1千人であり8，327万人余りの青年達
が後期中等教育の機会を得られていない。高校進学率が初めて50.9％となり，中学校卒業者の半数
が高校に入学するようになったのは昭和29年（1954年）のことであったが，この年の15歳から17歳
の総人口は，男女合計でおよそ513万人であった8。この間，高校在籍者は61万人以上増えたが，そ
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れでも250万人余りの青
年達が新制高等学校の教
育を受けられずにいたの
である。
　戦前期の我が国は，大
正期に次ぐ中等教育拡充
期を迎えていた。戦時下
でも青年学校の機会均等
運動が続けられ，戦後に
引き継がれた。新制高等
学校の義務化が見送られ
たとは言え，なぜこれほど多くの青年達が，定時制課程の教育を選ばなかったのだろうか。
5.2　青年の学習運動と青年学級のはじまり
　文部省は，昭和24年（1949年）4月に発行した『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針』の
冒頭で，「各地方の新制中学校および新制高等学校の組織は，生徒，地域社会および一般社会の必要
に最もよく應ずるものでなければならない」とし，「地方の新制中学校と新制高等学校との間に適当
な均衡が保たれているかどうか。」を問題にしている。その中で ,「多くの ― 大部分のといっても
よい ― 地方には，新制高等学校の方に不当に高きをおく傾向があり，新制高等学校の方が，建物と
いい敎師と言い設備といい，余程よいものをもっていることが多い。これは，大多数の生徒の敎育
よりも選ばれたものの敎育を重要視する傾向の残渣である。」と厳しく批判している10。
　米田（2002）は，「旧制の中等学校と新制の高等学校は，その依って立つ制度の原理こそまったく
異なるものの，学校や教育の実態はかなり連続的であったと考えられる」とし，「実態としては新制
高等学校は必ずしも最初から大衆的な性質の学校ではなく，むしろ当初は就学者を一定の範囲に
限った学校であったと考えた方が適当なのではないか」と指摘している（米田，2002：84）。
　この傾向は，勤労青年に教育の機会を与えるため設置された定時制課程にあっても，同様であっ
たと考えられる。定時制課程は，勤労青年を主な対象としながら，設立当初から生徒の半数以上が
普通科に在籍し，他学科の生徒数を圧倒していた。これについて，尾形・長田（1967）は，「生徒の大
半が勤労青少年でありかつ卒業生の大学進学率が低い定時制にあっては，職業生活に関連した職業
科に生徒が集中することこそ定時制本来の特色を生かしたあり方なのではあるまいか。」と述べてい
る（尾形・長田，1967：184）。だが，「定時制独立校は一般に，従来，中等教育の機会に恵まれない地
方に設置されたものが多く，実質上，勤労青少年の教育機関というわけではなかった。つまり全日
制課程の代用品として定時制課程が設けられたのである。」（斎藤，1972：397）青年達の実情に即し
た教育とはほど遠い定時制課程が行き詰まるのはむしろ当然であった。
　こうした定時制課程の行き詰まりは，青年達の自主的な活動を促進した。戦後新たに発足した民
表2　新制高等学校全日制・定時制課程在籍者数9
全日制（割合％） 定時制（割合％） 高校在籍者数
昭和23年（1948年） 1,020,348 （86.0） 165,559 （14.0） 1,185,907
昭和24年（1949年） 1,260,638 （78.9） 337,875 （21.1） 1,598,513
昭和25年（1950年） 1,508,476 （78.9） 402,559 （21.1） 1,911,035
昭和26年（1951年） 1,684,819 （77.6） 485,755 （22.4） 2,170,574
昭和27年（1952年） 1,795,281 （77.4） 522,648 （22.6） 2,317,929
昭和28年（1953年） 1,935,779 （77.3） 566,948 （22.7） 2,502,727
昭和29年（1954年） 1,976,574 （78.3） 549,234 （21.7） 2,525,808
昭和30年（1955年） 2,036,967 （81.4） 534,648 （18.6） 2,571,615
（人） （人） （人）
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主青年団や婦人会などが中心となって，各地に文化サークルや講習会，夜学会等の青年達の自発的
な学習活動が立ち上がっていった。その一つが青年学級である。こうした青年達の自主的な運動に
目を付け，公的に再編成したのは昭和23年度（1948年）に開設助成費を計上し，各市町村を設置主体
として奨励した山形県が最初であった。
　山形県の西置賜郡伊沢村では，昭和24年（1949年）3月に定時制高等学校の伊沢分校の廃止に伴い
青年学級を発足した。分校廃止の理由は，学校教育の枠によって厳重な規定をもつこの種の学校は
「多角的農業経営を特色とする本村勤労青年にとっては，あまりにも負担が大き過ぎて，学習にたえ
なかったこと。敎科内容が生活課題の解決に直結していなかったばかりでなく，体系的敎科内容が，
生徒の実態に添わないために，学問にたいする自信と興味とを失ったこと。」などであった（山田，
1952：10）。岩手県の真城青年学級は，青年達が行った定時制高校設置運動が実現せず，その代わり
に村立の各種学校として昭和24年（1949年）に設置された真城公民学校が前身である11。岡山県新
庄村青年学級は，70名余りの青年達が村から学習の資金を得るために設けたものであった11。
　青年学級は青年達の自発的な活動として出発した。全日制課程の「代用品」としての定時制課程
ではなく，自らの責任で自主的に計画・運営される青年達の活動を，公的補助によって奨励するも
のであった。青年学級で学ぶ生徒の数は，昭和25年（1950年）には，全国で高等学校定時制課程在籍
者数のおよそ3倍の120万人に達していた12。社会教育法によって，青年達の自発的な学習活動は
公民館の事業として位置付けられ，勤労青年のための公的な学習活動に変容していったのである。
5.3　青年の生活と労働に根ざした学び
　山田（1952）は，青年学級を「日本の敎育の，法律的民主化の段階にあって，何らの法律的根拠も，
保障もなく，上からの指導助言もなく，ただ下からの必要から，本來の意味の自主的活動として，自
然に発生し，存在し，普及していった，唯一の敎育制度が―これを制度といってはおかしいが，―
靑年学級なのである。」と評価している。山田（1952）が「これを制度といってはおかしいが」と言っ
ているように，発生の段階で完全に青年の自主的な活動であった青年学級が，制度化され，学校化
されたことには大きな問題もはらんでいた。昭和28年（1953年）に青年学級振興法が制定され，設
置者が市町村，実施機関が市町村の設置する公民館や学校となり，青年達が学級の開設を「申請」す
る形をとることになった。このことは，青年学級を拡充強化し勤労青年に教育の機会を与えるとい
う立法の趣旨に反して，青年学級の停滞を生むことになった。
　青年学級が市町村の開設する「事業」とされたことについて，田中（1953）は，「立法論としては，
学校や公民館と同様に「教育機関」と見なすことも可能である。しかし，これを教育機関とすると一
種の営造物を想定せざるを得ず，既存の学校や公民館などの教育機関との関係が不明確になり混乱
を招くことになる。そうしたことから既存の教育機関を利用して行う事業としたのであって，青年
学級の現状を法制化したに過ぎない」と説明していた（田中1953：70-71）。だがこうした法制化は，
開設期間や場所，学習内容，学習時間などを学校の教科・学科に倣った講座とする傾向を生み，幾ば
くかの補助金と引き替えに，せっかくの青年達の自主的な学習に水を差す結果となっていった。
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　吉田（1954）は，「勤労青年たちは，職業の中に入って，現実の社会と接触している。学習と社会
のかけはしをつくる素地は，青年たちのなかにすでに出来上がっている。」つまり，「学習というも
のが，実践と結びつけられ，学級が地域や職域と結びついて，身についた教育を与える機会はここ
に備わつている」，「青年学級の教育の内容は自由で伸縮性がある。だから，その地域の状況や，青
年の気持ちや，青年団の活動と結びついたものを与えて行くことができる。」として，勤労に従事し
ている青年達の学習に期待を寄せていた。だからこそ吉田（1954）は，しかし，「この自由はなかな
か使われない」として，青年学級の本質に則した指導の必要性を指摘したのである。（吉田，1954：
26-27）
　しかし，宮原（1960）は，こうした停滞の中でも青年達は成長し，「官制青年学級のあり方につい
てきびしい批判をこころみ」，「青年学級の性格，内容，形態にたいする本質的な変革への志向を見
せ始めた。」と指摘している（宮原，1960：125）。宮原（1960）は，こうした青年達の動きの中で注目
されるのが，「かたくるしい学級を，自由な雑談の場と変え，その雑談を記録し反省することで，生
活に根ざす切実な問題をみいだしていった，「ロハ台」の実践例がそれである。」としている。（宮原，
1960：127）「ロハ台の実践」は，青年達が作った夜遊びの場所（ロハ台）をきっかけに営まれた農村の
青年学級の場に立ち会った太田（1957）の報告である13。
　太田（1957）を突き動かしたのは，昭和26年（1951年）に出された無着成恭の『やまびこ学校』の実
践である。山形の若い中学校教師である無着の担任する中学二年生の生徒達が書いた綴方は，戦後
の民間教育運動のみならず，厳しい現実を生きる青年達に大きな影響を与えた。青年達は，自分達
の生活や労働，地域のことを本音で話し合い，記録し，考えるという共同学習の方法を発見したの
である。鶴見和子も無着に影響を受けた一人である。昭和29年（1954年）に出された鶴見の『エン
ピツをにぎる主婦』を契機に，こうした共同学習・生活記録学習は全国に広がっていった。
　生活記録学習は，学校や地域・職場に広まる国民的運動となったが，とりわけ勤労青年にとっては，
教育の機会に恵まれない身であるが故に，偽りの無い本物の学習，青年の生活と労働に根ざした学
びとなったと言えるだろう。生活記録学習は，農村や都会に潜在する貧困や封建的因習，青年や婦
人の問題をとらえ直し，社会と生活と青年達自身を作り替えていく出発点となったのである。
6．まとめに代えて
　大崎（1999）は，日本占領統治の基本方針を掲げた「ポツダム宣言の理解なしには，戦後の “ 教育
民主化 ” は理解できない」と述べている．大崎は，同宣言の第十条，「日本国政府ハ日本国国民ノ間
ニ於ケル民主主義的傾向ノ復活強化ニ対スル一切ノ障礙ヲ除去スベシ」を，「教育の果たすべき積極
的建設的役割を示唆するもの」として評価するとともに，特に「民主主義的傾向ノ復活強化」という
記述が重要であると言う。つまり，「戦前から国民の間にあった民主主義的傾向に連合国は注目し，
それを復活させるべきであると考えていた」と言うのである（大崎，1999：144）。
　しかし，たとえ紳士的な間接統治による「助言」や「内面指導」に努めたとは言え，戦勝国が武力を
背景とした占領下で，主権を失った敗戦国の教育家委員会と協力して進める「民主的な教育改革」に
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は，一定の限界が存在したことは否めない。勝岡（1999）は，スタンフォード大学フーバー研究所に
残された CIE 教育課のトレーナー文書を分析し，戦後教育改革における日本人の自主性尊重につい
て検討し，占領下の教育改革は，「占領軍に許容された自由という大枠の中で，日本人が積極的に動
いたものに他ならない。」と結論づけている（勝岡，1999：300-302および317-318）。日米双方の妥協
の元に成立した改革案が占領軍の対日統治政策に左右され，貫徹性の面で弱さを持っていたことは
認めざるを得ない。
　しかし，杉原（1999）は，「今日の教育状況の問題は，たしかに戦後教育改革に決定的に起因する
と指摘できるものがあるのであるが，しかしそれがより大きく問題になっていくのは，むしろその
後の，我々の戦後教育改革に対する対応の仕方にある」と述べ（杉原，1999：330），勝田（1962）は「教
育の崩壊の中から，新しい構想をもって，変革に取り組む主体があったろうか。それは不在だった。」
と戦後教育を振り返った（勝田，1962：362）。
　東西冷戦下にあって国民教育論が巻き起こった際，上原（1961）は，こうした国民教育の凝集点を
民族の独立ととらえ，それを実現し，その問題の解決を通して人類全体の根本問題にこたえていく，
という深い問題に取り組むには，「そのような問題に取り組みうるような国民に，私たち自身がなっ
ていかなければならない，そういう主体形成の問題が先にあるのではないか」と指摘している。（上
原，1961：636）五十嵐（1970）は，こうした状況を，「所与の歴史的過程の必然性をあきらかにするだ
けの研究は，きびしい抑圧体制のもとでの民主的主体形成の必然性の究明という意味内容をもって
きた」とし，戦後の教育に向かう立場を，「主要には民主主義をになう主体の形成がどのように行わ
れたかを問うことであるといいなおそうとおもう」と総括している（五十嵐他，1970：9-10）。
　戦後教育改革の焦点は中等教育であった。それは青年期教育をどうするのか，すなわち，生きる
こと，働くこと，学ぶことの意味を問うことに他ならない。本当の青年期教育は与えられるもので
はなく，学校と地域と勤労の場に在る青年達が，自己の行為主体性を発揮し，勝ち取り，創造すべき
発達課題である。本稿では，この戦後復興期における青年期教育の課題を，地域や生活，勤労の場
にある青年達が青年学級や生活記録学習を通して，自分の問題としてとらえ直しつつあったことを
指摘した。しかし，この青年達の学習の実態が如何なるものであったのか，どのように行われ，青
年達はそこから何を得て，どのように成長したのか，学校教育と地域をも巻き込んだ本当の意味で
の生きられた青年期教育は創造されたのか，その解明が課題として残された。
【引用文献】
赤塚康雄，1978，『新制中学校成立史研究』，明治図書出版 .
赤塚康夫，2002，『戦後教育改革と青年学校 資料で見る機会均等運動の展開』，クリエイティブ21．
飯田浩之，1992，「新制高校の理念と実際」，門脇厚司・飯田浩之編，『高等学校の社会史』，東信堂．
五十嵐顕，伊ヶ崎暁生，1970，『戦後教育の歴史』，青木書店．
大崎素史，1999，「公教育と宗教―わが国の戦後形態について―」，『戦後教育の総合評価』刊行委員会編，『戦後教育
の総合評価』，国書刊行会．
年報01佐野浩氏1C_三[3-20].indd   14 2016/12/08   13:30:42
―　　―15
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第65集・第1号（2016年）
上原専祿，1961，「日本における独立の問題」，『思想』444号，岩波書店．
尾形利雄・長田三男，1967，『夜間中学校・定時制高校の研究』，校倉書房．
小川利夫，1976，「勤労青年教育」，日本近代教育史事典編集委員会，『日本近代教育史事典』，平凡社 .
勝岡寬次，1999，「トレーナーの思想と戦後教育改革」，『戦後教育の総合評価』刊行委員会編，『戦後教育の総合評価』，
国書刊行会．
勝田守一・五十嵐顕・太田堯・山住正己編，1973，『岩波小辞典　教育　第2版』，岩波書店．
勝田守一，1962，「結び－戦後教育の問題点」，岩波講座『現代教育学5』，岩波書店．
金子照基，1986，「戦後教育改革と高校制度の成立」，小守健吉編『高等学校制度改革の総合的研究』，多賀出版．
合衆國敎育使節團編，1946，『合衆國敎育使節團報告書』，国民敎育社 .
斎藤健次郎，1972，「新制高等学校成立とその理念」，山内太郎編，『学校制度』戦後日本の教育改革第五巻，東京大学
出版会 .
佐藤秀夫，1980，「日本における中等教育の展開」，吉田昇・長尾十三二・柴田義松編，『中等教育原理』，有斐閣双書．
澤柳政太郎，1909，『實際的敎育學』，同文館．
柴野昌山，1981，『現代の青年』，第一法規出版株式会社．
杉原誠四郎，1999，「総括－戦後教育改革を総合評価する意義」，『戦後教育の総合評価』刊行委員会編，『戦後教育の
総合評価』，国書刊行会．
曽我部久，佐藤和韓鵄，1943，『新制中等學校の敎育　制度の解説と其の運營』，實文館．
田中彰，1953，『青年学級振興法』，学陽書房．
トウニイ著，成田克矢訳，1971，『すべてのものに中等教育を』，明治図書出版．
中島力造・元良勇次郎・速水滉・青木宗太郎，1910，『靑年期の研究』，同文館．
野口彰，1948，『中學校の新經營』，明治圖書出版社．
宮原誠一，1960，『青年の学習』，国土社．
宮原誠一，1962，『青年期教育の創造』，国土社．
宮原誠一，1966，『青年期の教育』，岩波書店．
山田清人，1952，『青年学級』，金子書房．
吉田熊次，1939，「敎育上に於ける社會敎育の地位と其の將來性」，教育思潮研究会，教育思潮研究第13巻第2輯，目黒
書店．
吉田昇，1954，「青年学級の学習指導法」，青少年教育研究会編，『青年学級主事必携』，学陽書房．
吉田昇，1956，「青年教育」，『教育学事典第4巻』，平凡社．
米田俊彦，1994，『教育審議会の研究 中等教育改革』，野間教育研究所．
米田俊彦，2002，「高校教育像の史的展開に関する認識枠組み－旧制中等学校と新制高等学校の連続面を中心に－」,『教
育制度学研究』第9号 , 日本教育制度学会．
【注】
1  文部省，1962，『日本の成長と教育―教育の展開と経済の発達―』，帝国地方行政学会．p.3．表5「中等教育機関へ
の進学率」
2  鹿児島登左，1943，「決戰下の靑年學校」，『靑少年指導』昭和18年2月号 , 大日本青少年団本部，p.62.
3  文部省，1972，『学制百年史』資料編，株式会社ぎょうせい．p.337. 第7図，p.336. 第8図より作成
年報01佐野浩氏1C_三[3-20].indd   15 2016/12/08   13:30:42
―　　―16
戦後復興期における青年期教育の課題
4  前掲『学制百年史』資料編，pp.490-491. 第3表，p.488. 第4表，pp.484-485. 第5表，pp.480-481. 第6表，p.478. 第7
表より作成
5  文部省，1972，『学制百年史』記述編，ぎょうせい，p.721.
6  たとえば，新潟県では , 県内各地で勤労学徒連盟が立ち上がり，文部省の国庫補助対象の2倍の校数の定時制課程
本校・分校の設置案を提示した県に対して積極的に運動を展開した。結果的に，県の定時制高校設置計画数は，本
校分校合わせて連盟案にほぼ近い180校を獲得した。（『新潟県教育百年史 昭和後期編』pp.55-57. および pp.270-
271.）
7  文部省学校敎育局，1947，『新制高等学校実施の手引』，文部省，p.44.
8  中央青少年問題協議会事務局，1965，『青少年問題の現状と対策』，中央青少年問題協議会事務局．pp.60-61.
9  全国高等学校定時制教育通信制教育20周年記念会記念誌編集委員会編，1968，『全国定通教育二十周年記念誌』，
全国高等学校定時制教育通信制教育20周年記念会実行委員会，p.23.，表4より作成
10 文部省学校敎育局，1949，『新制中学校・新制高等学校望ましい運営の指針』，敎育問題調査所，p.5.
11 日本青年団協議会青年団研究所編，1955，『日本の青年 昭和30年版』，読売新聞社，p.112.
12 宮本一，2003，『日本の青少年教育施設発展史（補巻）～青年学級の栄光と終息～』，日常出版．p.469. 表2
13 太田堯，1957，『日本の農村と教育』，国土社．pp.206-259.
年報01佐野浩氏1C_三[3-20].indd   16 2016/12/08   13:30:42
―　　―17
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 The youth education in Japan before World War II had been divided into the formal 
secondary education for the part of the upstream youth and alternative education for the 
majority of working youth．It became the double track-shaped dual structure. The problem of 
the post-war education was to unify these multi-track type education, and it had been aimed for 
the creation of a new equal democratic secondary education. Cultural activities and voluntary 
learning activities of the youths was rising in many places, community center exercise and 
movement to improve the quality of life based on the Social Education Law and Agricultural 
Improvement Promotion Act had also been actively carried out．However, new system high 
school was not compulsory, enrollment rate of part-time course which is provided for working 
youth was sluggish．Not only economic problems,  new-system high school was unclear purpose 
and character, it was not able to meet the learning request of youths．Youths were learning 
through the activities of local communities and the workplace, but they were unrelated to school 
education．After all, integration of youth education was not achieved, the problem of youth and 
education, and youth and labor were unresolved． 
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